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 我々が生活している対流圏は様々な気候・気象現象により大きな影響を受ける。このような現

象を予測し、対策を講ずることができれば気候・気象災害を軽減することが期待できる。そのた

めに予報精度の向上が必要であると考えられる。予報精度向上のために成層圏準 2 年周期振動

(Quasi biennial oscillation;以下 QBO)の理解が重要であると考えられる。成層圏 QBO は赤道

上空の成層圏下部(約16~30km)において約26ヶ月周期で西風と東風が交互に下方に伝播する現

象である。成層圏 QBO は周期的に発生する現象のため数ヶ月先の挙動を予想しやすいため、西

風時、東風時でのそれぞれ大気場への影響を解明することで長期予報の精度向上に役立つことが

期待できる。実際に予報モデルに成層圏 QBO の物理過程と挙動を加えて予報を行った研究では、

北太平洋地域などの中高緯度において季節予報精度の改善がみられた(Bore and Hamilton, 

2008)。50hPa で成層圏 QBO をコンポジットした場合、北半球冬季において東風時では西風時

に比べて中高緯度では地上気温が低くなる傾向が報告された(Thompson et al, 2002)。 

解析方法として、コンポジット解析を行った。使用した気象データはERA40 再解析データと

オゾンに関してはRandel and Wu(2007)が主に衛星観測から求めたオゾンデータ(以下Randel 

O3)も使用し、期間は 1979 年 9 月～2002 年 8 月(23 年間)である。50hPaの東西風が月ごとに西

風か東風かを分類し、西風時、東風時での各気象データの月平均を求め西風時の平均から東風時

の平均を引き偏差を求めた。また冬季の成層圏QBOが夏季の気候要素に与える影響を解析する

際、12 月、1 月、2 月と連続して西風(東風)の場合、その 3 ヶ月を含む 9 月～8 月の 1 年間を西

風(東風)と定義し、同様に偏差を求めた。 

 冬季の成層圏QBOが夏季の大気循環に及ぼす影響を調べる際にオゾンをトレーサーとして用

いた。オゾンは成層圏、特に下部で寿命が 1 年程度と長くなるためである。上記の方法でコン

ポジット解析を行った結果、Randel O3のデータはRandel and Wu(2007)との結果との整合性が

みられた。しかしERA40 O3とは、下部成層圏以外では一致しなかった。亜熱帯下部成層圏では

O3偏差は子午面循環偏差とほぼ整合するが、その他の領域では整合しなかった。子午面循環に

よる輸送以外の効果が重要であるかも知れない。また 3 月の帯状平均東西風の対流圏から下部

成層圏にかけて、20°N～30°Nでは西風偏差、40°N～50°Nでは東風偏差がみられ、これら

に対応してユーラシア大陸東部から太平洋東部にかけて低圧場となっている。その低圧場に対応

した低温域の中心が西日本にみられることから冬季の成層圏QBOが 3 月に日本にも影響を及ぼ

すと考えられる。 



第１章 

 はじめに 

 
 我々の生活および経済活動は対流圏の気候・気象により大きな影響を受ける。気候変動

に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change；IPCC)の第 4 次報

告書では 1906 年から 2005 年の 100 年間で 0.74℃±0.18℃の上昇が報告され、我々の生活

への影響が懸念されている。また 2007 年の 7 月 18～24 日ではヨーロッパの南東部におい

て 7 日間平均気温が異常高温となり死亡者も発生する被害が生じた。日本国内においても

春季の低温、夏季の集中豪雨などの異常気象により様々な影響がもたらされている。これ

らの現象に対して、事前に対策を講ずるために中長期の予報精度向上が必要であると考え

られる。 

 予報精度向上のために成層圏準 2 年周期振動(Quasi biennial oscillation;以下 QBO)の理

解が重要であると考えられる。成層圏 QBO は赤道上空の成層圏下部(約 16～30km)におい

て約 26 ヶ月周期で西風と東風が交互に下方に伝播する東西風振動である。成層圏 QBO で

は規則正しく周期的な変動を示す現象であるため、数ヶ月先の挙動を予測しやすい。その

ため、西風フェイズ時、東風フェイズ時におけるそれぞれの大気場での挙動や影響を解明

することで、中長期の予報精度向上に貢献できることが期待できる。実際に Thompson et 

al.[2002]が赤道上の 50hPa において成層圏 QBO をコンポジットした場合、北半球冬季で

は西風時に比べ東風時では中高緯度地域で地上気温が低くなる傾向がみられた(図 1-1)。

Bore and Hamilton[2008]が予報モデルに成層圏 QBO の物理過程と挙動を加えて予報を行

った場合、北太平洋地域などの中高緯度において季節予報精度の改善がみられた。これは

予報スキルで 10～15％の向上である。 

 成層圏 QBO、それと関連がある現象、また気候・気象にどのような影響を及ぼしている

のか以下で述べていく。 

 

 

 

1.1 成層圏準 2 年周期振動(Quasi biennial oscillation) 

 本研究で解析する成層圏 QBO は、高度約 16～30km の赤道上空における成層圏下部で見

られ、約 26 ヶ月の周期で西風と東風が入れ替わる、東西風振動である。 

 ERA40 における高度 70～7hPa の 1979 年 9 月から 2002 年 8 月での東西風データを帯

状東西平均し、赤道上の東西風の時系列を図 1-2 に表した。時系列では西風、東風がほぼ 1
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年おきに入れ替わり、風の位相が上層から下層に伝播している様子が見られる。 

このような現象がみられる要因として、対流圏から鉛直伝播する波により東西風が加速

されることによると考えられている。当初成層圏 QBO の西風の位相は 15 日周期のケルビ

ン波、東風の位相は４日周期のロスビー混合重力波により形成するとされていた[Holton 

and Lindzen, 1972]。その後、さらなる観測やモデルによる研究により、これに 3 日周期よ

り短い重力波が重なり、様々な波の活動により引き起こされていると考えられている[Sato 

and Dunkerton, 1997; Kawatani et al, 2005]。 

 
 

1.2 オゾンと気候への影響 

 オゾンは寿命が長いため、大気の循環を調べるトレーサーとして有用である。また

Kuroda et al.[2008]は冬季のオゾン偏差の影響が、春季から夏季にかけての気温偏差にあら

われるとしている。このことから単にトレーサーとしてだけではなく、気候に影響を及ぼ

すファクターとしても考えられる。 

オゾン(O3)は酸素原子(O)と酸素分子(O2)の化学反応により発生する気体である。 もオ

ゾンが多量に存在するのは高緯度地域の上空 20km付近である。特に北半球春季の高緯度の

下部成層圏において、赤道域からの輸送の効果により年間を通して全球的にその値が 大

となる。オゾンは太陽紫外線を吸収することにより、成層圏において熱源となり、成層圏

大気の大循環の原動力となっている。また成層圏、特に下部においてその寿命は長くなっ

ていく特徴がある。 

 大気中のオゾン量の変化は気候への影響が考えられ、Xie et al[2008]はオゾンが全球的に

15％減少した場合、モデル実験により成層圏では 大で 2.4K の冷却が起こり、対流圏の上

昇流が 100hPa 高度場での質量フラックスの値が 7.2％ほどの増加がみられることから強め

られることを示した。また、大気場への影響に関して、Thompson and Solomon[2002]は春

季の南極大陸での成層圏オゾンの減少より、南半球では春季後半から夏季にかけて、中緯

度で気圧が上昇し、高緯度で気圧と気温が低下することにより、極周りの西風を強めてい

ると指摘している。 

 

 

1.3 研究目的 

 上記の Thompson et al.[2002]でもあるように成層圏 QBO が西風時、東風時ではそれぞ

れ気候への影響に違いがみられる。また冬季においてアイスランド低気圧とアゾレス高気

圧のシーソー現象である、北大西洋振動(North Atlantic oscillation;NAO)の強度をあらわす

NAO インデックスが夏季の帯状東西平均風との相関がみられる[Ogi et al.,; 2003]。このこ
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とから、成層圏 QBO が大気場に影響を及ぼすのに時間差があると考えられる。そのため本

研究ではコンポジット解析を用いて、主に冬季(12 月、1 月、2 月)における成層圏 QBO が

春季、夏季に及ぼす影響について解析する。 

 成層圏 QBO は周期的な変動を示す現象であるため、冬季における成層圏 QBO の位相の

違いによる、春季、夏季への影響を示すことが出来れば中長期予報の精度向上に結びつく

事が期待できる。 

 



 

 

図 1-1: NCEP－NCAR 再解析データによる 12 月から 3 月にかけて連続した東風から同様

に連続した西風との地表面気温の偏差。カラーは 0.5℃間隔。(Thompson et al.[2002]より

引用) 

 

 

 

 

 

図 1-2: 1979 年 9 月～2002 年 8 月の赤道成層圏 70～7hPa における帯状平均東西風の時系

列。カラーは 10m/s 間隔。 
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第 2 章 

 解析方法と使用データ 

 

2.1 解析方法 

 解析方法として 9 月から 8 月を 1 年周期と定義し、つまり本研究では 1979 年 9 月から

1980 年 8 月の期間は 1979 年とする。それぞれその各月を 50hPa の赤道上東西風により西

風時、東風時に分類し、各フェイズの月ごとの平均を求め、西風時の平均から東風時の平

均を引き偏差を求めるコンポジット解析を行った。50hPa の風を用いるのは Holton and 

Tan[1980; 1982]などで用いられ、成層圏 QBO をよく表しているためである。冬季の成層

圏 QBO が夏季の気候要素に与える影響を解析する際、12 月、1 月、2 月(DJF)と連続して

西風(東風)の場合、その 3 ヶ月を含んだ 9 月～8 月の 1 年間の各月全てを西風(東風)と定義

し、同様に偏差を求めた。 

 また、この冬季の連続した東西風によるコンポジットにおいて、1983 年と 1986 年は 12

月、1 月、2 月の 3 ヶ月で連続して西風が観測されたが、3 ヶ月の平均が 2m/s 以下と数値

が小さく東風への移行期間と考えられるため、西風には分類しなかった 

 
 

2.2 使用データ 

 本研究では 1979 年 9月～2002 年 8月(23 年間)におけるERA40 再解析データの月平均デ

ータを使用した。またO3に関してはERA40 の他にRandel and Wu[2007]で使用されたO3

データ(ftp at acd.ucar.edu/user/randel/o3data)も使用した。また気象庁の観測データ

(http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php)も使用した。 

この Randel and Wu[2007]のデータは主に衛星観測から求められたオゾンである。55°

N～55°S の20－50km では McCormick et al.[1989]により the Stratospheric Aerosol and 

Gas Experiment(SAGEⅠ)と SAGEⅡにより計算された値が使われている。60°N 以北ま

たは 60°S 以南の 30hPa より下方のデータは the World Ozone and Ultraviolet Radiation 

Data CenterによるSyowa(69°S)とResolute(75°N)の2地点におけるオゾンゾンデ観測

の月平均データであり、65°-90°の範囲の値を求めるのに使用され、55°-65°では内挿

法により SAGEⅠ、Ⅱとこのゾンデデータが組み合わされている。30hPa より上空では SAGE

ⅠとⅡのデータを外挿して求めている。Randel and Wu[2007]はこれらのデータを元に、

欠損値を以下の方法によって補って作製している。初めにそれぞれの data set は非季節化

 5



される。そして各緯度、高度のオゾン偏差は以下の回帰モデルにはめ込まれる。 

 

 

Oz(t) = α・decadal trend + β・solar cycle  

          + γ1・QBO1 + γ2・QBO2                                      (1) 

 

 オゾンの十年トレンド変化は等価実効成層圏塩素(EESC)を使用することにより作成さ

れる。成層圏のオゾンはこれにほぼ比例して推移している。この項では成層圏における塩

素と臭素によるオゾン減少に関連したオゾンの変化を分離している。solar cycleは波長

10.7cmの太陽電波強度を太陽フラックスユニットであらわした、solor F10.7 radio fluxを使

用している。QBO1、QBO2は観測された 7 層での赤道成層圏風に基づき、Wallance et 

al.[1993]によりEOF解析により求められた二つの直交したQBO時系列である。これらの値を

等式(1)のそれぞれの回帰係数に算入している。 

 ERA40 のオゾンデータは TOMS(Total Ozone Mapping Spectrometer)データと

SBUV(Solar Backscatter UltraViolet)データを同化して作られている[Dethof and Ho
．
lm; 

2002]。そして極域や対流圏の問題を取り除くために光化学反応に簡単なパラメタリゼーシ

ョンが取り入れられている[Cariolle and De
．
que

．
; 1986]。 

 

 

 

ERA40 

 

変数       ： 気温、東西風、南北風、高度、オゾン 

水平スケール   ： 2.5°×2.5° 

鉛直層      ： 23 層 (1000～1hPa) 

期間       ： 1979 年 9 月～2002 年 8 月 

領域       ： 全球 

 

 

Randel O3 

 

変数       ： オゾン 

水平スケール   ： 5°×5° 

鉛直層      ： 50 層 (1～50km) 

期間       ： 1979 年 9 月～2002 年 8 月 

領域       ： 東西平均、成層圏 
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第 3 章 

 結果と考察 

 

3.1 オゾン月平均場 

 ここでは ERA40 と Randel の各オゾンについて調べていく。それぞれのデータに関して

残差子午面循環にオゾンとの対応を見ていく。残差子午面循環( ** wv 、 ) は以下の式で定

義される。 

 

 zzvvv  /* 0
1

0  
         ・・・(2) 

    zvaww /coscos* 1  

    ・・・(3) 

 

またここでの残差子午面循環( ** wv 、 )はそれぞれ南北方向、鉛直方向の成分の値について

である。本研究ではこの両成分のうち、少なくとも一方の偏差が 90%以上の有意性を示し

た場合について、残差子午面循環( ** wv 、 )を矢羽で表示する。 

 はじめに DJF でコンポジットした残差子午面循環の信頼性を確認するため帯状平均気温

(図 3-1-1、図 3-1-2)との対応をみた。主に成層圏において、高温偏差の有意な領域では下降

流、低温偏差の有意な領域では上昇流の有意な領域と対応し、それを補う南北流の存在も

みられた。これは Plumb and Bell[1982]との一貫性があると考えられる。 

 

 

3.1.1 ERA40 オゾン 
 DJF における各月の ERA40 オゾンのコンポジットを図 3-2-1、3-2-2 に示した。3 月で

のオゾン量の偏差について、有意性を示す領域が低緯度でみられるものの、高緯度ではみ

られない。そのため冬季の成層圏 QBO が春季における北半球極域へのオゾンの輸送への関

与が小さいと考えられる。図 3-4-1 は 4 月のオゾン量から 12 月のオゾン量を引いた偏差を

求め、この期間の残差子午面循環偏差の平均を表している。亜熱帯下部成層圏においてオ

ゾン偏差は残差子午面循環偏差とほぼ整合している。また北半球極域において正の偏差が

みられることから、成層圏 QBO が西風の場合北半球極域への輸送の効果が強くなると考え

られる。 
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3.1.2 Randel オゾン 
 DJF における各月の Randel オゾンのコンポジットを図 3-3-1、3-3-2 に示した。Randel

オゾンのコンポジットは先行研究である Randel and Wu[2007]の結果と整合性がみられた。

また 6、7、8 月の夏季において成層圏下部の 30°S 付近を中心とした正偏差と赤道上で負

偏差に関して、ERA40 と Randel のオゾンで共通しており、Randel and Wu[2007]とも一

致している。図 3-4-2 は図 3-4-1 と同様に 4 月から 12 月のオゾン量を引いた偏差と 12 月か

ら 4 月までの残差子午面循環偏差の平均を表している。オゾン偏差と残差子午面循環偏差

との良い整合性はみられなかった。また春季における 60°N～80°N の成層圏中部から上

部にかけて負の偏差を示したが、ERA40 のオゾンデータでは正の偏差を示しているため整

合性がみられなかった。しかし、Randel オゾンの極域のデータは第 2 章にあるように

Syowa(69°S)と Resolute(75°N)の各 1地点の観測データを基に作られているため、信頼

性が低い。 

また春季から夏季への変動をみるため、図 3-5-1 と 3-5-2 において、12 月から 4 月にか

けてのオゾン偏差と残差子午面循環偏差を表した方法と同様に、4 月から 8 月のオゾン偏差

と残差子午面循環偏差を表した。Randel オゾンでは南半球成層圏下部と中部で正の偏差が

みられ、成層圏下部の正の偏差では上層からの残差子午面循環偏差がみられた。このこと

は南半球の冬季において、成層圏下部、中部でみられる正の偏差の二つの領域はそれぞれ

力学的、化学的な効果によるとされている[Chipperfield et al., 1994; Randel and Wu, 

1996]ことと一貫性がある。すなわち、DJF における成層圏 QBO が西風時の場合では、4

月から 8 月の南半球の成層圏下部において、残差子午面循環によるオゾン偏差の増加が考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

 

  

 

 

  

 

図 3-1-1: 9 月(左上)～2 月(右下)における帯状平均気温と残差子午面循環の DJF でのコン

ポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.5℃間隔。 

 9



  
 

 

  
 

 

  
 

図 3-1-2: 3 月(左上)～8 月(右下)における帯状平均気温と残差子午面循環の DJF でのコン

ポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.5℃間隔。 

 

 10



  
 

 

  
 

 

  

 

図 3-2-1: 9月(左上)～2月(右下)における帯状平均 ERA40オゾンと残差子午面循環の DJF

でのコンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.1ppmv 間隔。 
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図 3-2-2: 3月(左上)～8月(右下)における帯状平均 ERA40オゾンと残差子午面循環の DJF

でのコンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.1ppmv 間隔。 
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図 3-3-1: 9 月(左上)～2 月(右下)における帯状平均 randel オゾンと残差子午面循環の DJF

でのコンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.1ppmv 間隔。 
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図 3-3-2: 3 月(左上)～8 月(右下)における帯状平均 randel オゾンと残差子午面循環の DJF

でのコンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 0.1ppmv 間隔。 
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図 3-4-1: DJF でコンポジットした ERA40 オゾンの 12 月から 4 月までの増加量の偏差。

矢羽は 12 月から 4 月における残差子午面循環の平均偏差。カラーは 0.1ppmv 間隔。 

 

 

 

 

図 3-4-2: DJF でコンポジットした Randel オゾンの 12 月から 4 月までの増加量の偏差。

矢羽は 12 月から 4 月における残差子午面循環の平均偏差。カラーは 0.1ppmv 間隔。 
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図 3-5-1: DJF でコンポジットした ERA40 オゾンの 4 月から 8 月までの増加量の偏差。

矢羽は 4 月から 8 月における残差子午面循環の平均偏差。カラーは 0.1ppmv 間隔。 

 

 

 

 

図 3-5-2: DJF でコンポジットした Randel オゾンの 4 月から 8 月までの増加量の偏差。

矢羽は 4 月から 8 月における残差子午面循環の平均偏差。カラーは 0.2ppmv 間隔。 
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3.2 帯状平均東西風月平均場 

3.2.1 EP フラックスと発散 
ここでは帯状平均東西風について調べていく。偏差が生じている理由を調べるために、

波の伝播を調べるために以下のように log-p 座標系における EP フラックスについてみてい

く。 

 

   uvvuaF zz   /cos0  

                                 ・・・(4) 

       uwvuafaF z
z     /coscoscos 1

0  

 

 

上式において、バーは東西平均、ダッシュは東西平均からのずれを表し、下付の文字は微

分、上付きの括弧内はその成分を意味している。 

 また、西風の加速や減速にはEPフラックスの発散が関係していることから、以下のよう

に定義されたEPフラックスの発散(DF)についても考えていく。 

 

 cos0

F
D F




                         ・・・(5) 

 

    
 

z

F
FaF

z








  


  coscos 1

           ・・・(5’) 

 

 

ここでの EP フラックスは
    zFF 、

の値のうち、残差子午面循環と同様に、どちらか

一方の偏差が 90％以上の有意性を示した場合のみ表示する。  

  

 

3.2.2 3 月場の解析 
DJF における各月の帯状平均東西風および EP フラックスのコンポジットを図 3-6-1、

3-6-2 に示した。その結果、図 3-6-2 の 3 月では成層圏だけではなく、対流圏下部から上部

にかけて 20°N~30°N では西風偏差、40°N～50°N では東風偏差が生じているため気
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候への影響が考えられることからこの偏差の要因を解析する。 

 図 3-7-1、3-7-2 はそれぞれ 2 月、3 月の上記の式(5)、(5’)で定義された EP フラックスの

20°S~70°N、850~100hPa における発散を示した図である。ここで 850hPa は地上との

摩擦の影響が考えられるため、850hPa より上方を考えていく。また、図 3-8 には上記のス

ケールで拡大した、図 3-6-2 の 3 月を示す。 

2 月での EP フラックスは 50°N の対流圏上部に収束がみられ、さらに 3 月においても

収束がみられた。さらに 3 月における収束の中心は 300~250hPa にあり、図 3-8 での東風

偏差の中心とほぼ一致する。そのため 40°N~50°N の東風偏差は EP フラックスの収束に

より、西風が弱められて生じたと考えられる。 

 また 2 月、3 月の 20°N~30°N において、500hPa より上方では EP フラックスの発散

がみられ、これは 20°N~30°N の西風偏差と対応することから EP フラックスの発散によ

るものと考えられる。しかし、この領域での EP フラックスの 大値は 2 月では 0.8m/s/day、

3 月では 0.6m/s/day であるため、この状態が一ヶ月続いた場合、図 3-8 の西風偏差の値と

の良い対応はみられない。赤道域の 500~100hPa でみられる東風偏差も EP フラックスの

収束と対応していることから、西風が弱められ東風偏差が生じていると考えることができ

る。 



 

 

 

 

 

 

図 3-6-1: 9 月(左上)～2 月(右下)における帯状平均東西風と EP フラックスの DJF でのコ

ンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 5m/s 間隔。 
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図 3-6-2: 3 月(左上)～8 月(右下)における帯状平均東西風と EP フラックスの DJF でのコ

ンポジット。カラーは 90％有意な領域、コンターは 5m/s 間隔。 
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図 3-7-1: 2 月における EP フラックスの発散(カラー)と EP フラックスの DJF でのコンポ

ジット。カラーは 0.2m/s/day 間隔。 

 

 

 

 

図 3-7-2: 3 月における EP フラックスの発散(カラー)と EP フラックスの DJF でのコンポ

ジット。カラーは 0.2m/s/day 間隔。 
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図 3-8: 図 3-6-2 における 3 月の 20°S~70°N、850hPa~100hPa の拡大図。コンターは

1.0m/s 間隔。 
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3.3 大気場と日本付近の気温場 

 ここでは大気場と気温との関係を調べていく。図3-6-2の帯状平均東西風の3月の場では、

西風、東風の偏差が対流圏でもみられ、気候への影響が考えられるため、この 3 月につい

て大気場と気温場をみていく。 

  

 

3 月の 30°N～50°N の日本から東太平洋域の広い領域で低圧性偏差がみられた(図 3-7)。

この領域で低圧性偏差が強められているのは、図 3-6-2 の 3 月の帯状平均東西風でみられる

20°N~30°N の西風偏差、40°N～50°N の東風偏差と対応する。 

925hPa 高度の気温をみた場合、北半球の日本、特に西日本を中心に強い負の偏差が表れ

ている。この状態は 850hPa 高度でもみられることから、この負の偏差は地表面付近に限

られた減少ではないと考えられる。この負の偏差は 2.5°×2.5°間隔の ERA40 の気温デー

タであり、西風時の 10 年間、東風時の 8 年間のそれぞれの平均の差であるため、実際の観

測点ではこのような気温の低下がみられない可能性がある。そこで気象庁の地上気温の月

平均観測データを用いて福岡、熊本、鹿児島の 3 地点について、成層圏 QBO が西風時の平

均と東風時の平均の差を求めた。3 地点とも西風時で気温が低くなる傾向がみられ、東風時

との差では、福岡が-1.1℃、熊本が-1.3℃、鹿児島が-1.4℃となった。またそれぞれ 95％、

99％、99％の有意性を示し、ERA40 のデータとの整合性がみられた。 

 このような西日本を中心とした低温の原因として、シベリア高気圧による寒気の移流が

考えられる。すなわち、成層圏 QBO が西風時では東風時より日本から東太平洋域に生じた

低圧性偏差により西日本地方は北西流偏差が卓越し、寒気が流入しやすくなり、低温にな

りやすい傾向にあると考えられる。 
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図 3-7: 3 月における 925hPa 高度でのジオポテンシャルハイトの DJF でのコンポジット。

コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 

 

 

 

 

 

図3-8: 3月における925hPa高場での気温と風のDJFでのコンポジット。コンターは0.5K

間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図 3-9: 3 月における 850hPa 高度でのジオポテンシャルハイトの DJF でのコンポジット。

コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 

 

 

 

 

 

図 3-10: 3 月における 850hPa 高場での気温と風の DJF でのコンポジット。コンターは

0.5K 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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第 4 章 

 まとめ 

 

4.1 結果のまとめ 

 成層圏 QBO の挙動により気候要素にどのような影響がもたらされるか、また、そのプロ

セスを調べるため、12 月、1 月、2 月と連続して西風、または東風でのそれぞれのフェイズ

での、各変数の月平均を求めコンポジット解析を用いて研究を行った。その結果は以下の

通りである。 

 

冬季 12 月、1 月、2 月の成層圏 QBO が 4 月のオゾンに及ぼす影響を調べるため、オゾン

の 4 月偏差から 12 月偏差を引き、その間の残差子午面循環の平均を表した。ERA40 のオ

ゾンにおいて亜熱帯下部成層圏のオゾン偏差は子午面循環との整合性がみられる。また北

半球極域の正の偏差がみられたことから、成層圏 QBO が西風の場合、北半球極域への輸送

の効果が強くなると考えられる。Randel のオゾンをみた場合では、6、7、8 月の夏季にお

いて 30°S 付近を中心とした増加の偏差と赤道上の減少した偏差は ERA40 と共通し、

Randel and Wu[2007]とも一致する。また、4 月偏差と 12 月偏差の差とその間の残差子午

面循環の平均をみた場合では、オゾン偏差の増減と残差子午面循環との良い整合性がみら

れない。さらに北半球 60°N 以北では ERA40 とは逆の偏差が表れている。特に極域で

Randel オゾンのシグナルが異なるのは 

 

 帯状平均東西風では 3 月において、対流圏下部から上部にかけての 20°N~30°N では

西風偏差、40°N～50°N では東風偏差がみられた。これらの偏差が生じた原因として EP

フラックスの発散と収束が考えられる。西風偏差と EP フラックスの発散、東風偏差と EP

フラックスの収束とそれぞれ対応がしている。また、収束、発散の値は帯状平均東西風偏

差の値と良い対応はみられなかった。以上より 3 月の対流圏での帯状東西風偏差は EP フラ

ックスの発散により生じている。 

 

上記の EP フラックスの発散、収束によって生じた西風、東風偏差は 3 月の 30°N～50°

N の日本から東太平洋域の領域にかけての低圧性循環を強めていると考えられる。またこ

の領域の 925hPa 高度場の気温は日本の領域で負の偏差がみられた。実際の気象庁の観測

データでも成層圏 QBO が西風時では東風時より気温が低かった。この要因として、西日本

地域では大陸からの北西流偏差が生じるため、シベリア高気圧から寒気が移流しやすくな
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っていると考えられる。 

 

4.2 結論 

 本研究の結論は以下の通りである。 

 

・ 6、7、8 月の夏季オゾンは冬季成層圏 QBO が西風時では東風時と比較して、成層圏下

部 30°S 付近を中心に増加し、赤道上で減少する。また 12 月から 4 月への北半球は、

ERA40 と Randel では逆のシグナルを示す。Randel のオゾンは ERA40 より観測値に

基づいているため、オゾンの赤道からの輸送が減少している可能性が高いと考えられる。 

 

・ 成層圏 QBO の DJF コンポジットで見出された対流圏における 3 月の北半球中緯度の

帯状平均東西風のシグナルは、EP フラックスの発散と収束によって説明できる。 

 

・ 成層圏 QBO の DJF コンポジットで生じた対流圏の 3 月の帯状平均東西風の偏差によ

り 30°N～50°N の日本から東太平洋域の領域にかけての低圧性偏差を強めている。

この低圧性偏差のため、西日本は北西流偏差が卓越し、大陸からの寒気が流入しやすく

なる。 

 
 

4.3 提言 

 実際に 3.3 での結果に基づいて、成層圏 QBO が DJF で西風の場合は低温、東風の場合

は高温になると予報を行った場合の的中率をみた。該当期間の平均気温との比較と成層圏

QBO のフェイズを分類したものを表 1 に示す。成層圏 QBO のフェイズが西風で低温、東

風で高温の場合、予報は的中したとする。分類をした結果、的中率は福岡では 66.7%、宮

崎では 77.8%、鹿児島では 72.2%となった。特に成層圏 QBO が東風の時にこれらの地域で

暖かくなる傾向が強い。気象庁による気温の長期予報の基準は低い、平年並み、高い、と 3

段階に分類され、平年並みは 3 月の西日本では平均気温との差が-0.3℃～0.2℃の範囲であ

る。さらに今回の研究に使用した 23 年分の平均気温により、DJF で連続した東西風が観測

された年を 3 つに分類した(表２)。これによると DJF で成層圏 QBO が西風の場合、高温

になりづらく、東風の場合では低温になりにくい傾向がみられた。 

DJF における成層圏 QBO を考慮することで、これら地域での 3 月の気温の予報精度向

上を期待できる。 
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4.4 今後の課題 

 DJF での成層圏 QBO の挙動が春季、夏季への影響を示し、帯状平均東西風の偏差は EP

フラックスの発散が要因であることを示したが、なぜそのような EP フラックスの発散がみ

られるのか、そのメカニズムは明らかにならなかった。さらなる解析により、中長期予報

の精度向上に貢献することができると期待している。 
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福岡 COLD WARM
WEST 6 4
EAST 2 6  

 

熊本 COLD WARM
WEST 7 3
EAST 1 7  

 

鹿児島 COLD WARM
WEST 6 4
EAST 1 7  

 

表 1： 該当期間の平均気温との比較と成層圏 QBO のフェイズの分類 

 
 

 

福岡 COLD WARM NOR
WEST 4 1 5
EAST 1 6 1  

 

熊本 COLD WARM NOR
WEST 5 3 2
EAST 1 7 0  

 

鹿児島 COLD WARM NOR
WEST 5 1 4
EAST 1 7 0  

 

表 2： 表 1 の分類をさらに平均気温の-0.3℃～0.2℃の範囲を平年並みと分類 
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付録 
 

以下のような月ごとのコンポジット解析の結果を示す。 

 

 

 

 

EP フラックスの発散の値 

850hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風 

925hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風 

850hPa 高度での気温 

925hPa 高度での気温 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



  

 

  

 

  

 

図: 9 月から 2 月における EP フラックスの発散(カラー)と EP フラックスの DJF でのコ

ンポジット。カラーは 0.2m/s/day 間隔。 
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図: 3 月から 8 月における EP フラックスの発散(カラー)と EP フラックスの DJF でのコ

ンポジット。カラーは 0.2m/s/day 間隔。 
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図: 9 月から 2 月における 850hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風の DJF でのコン

ポジット。コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 3 月から 8 月における 850hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風の DJF でのコン

ポジット。コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 9 月から 2 月における 925hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風の DJF でのコン

ポジット。コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 3 月から 8 月における 925hPa 高度でのジオポテンシャルハイトと風の DJF でのコン

ポジット。コンターは 10m 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 9 月から 2 月における 850hPa 高度での気温の DJF でのコンポジット。コンターは

0.5K 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 3 月から 8 月における 850hPa 高度での気温の DJF でのコンポジット。コンターは

0.5K 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 9 月から 2 月における 925hPa 高度での気温の DJF でのコンポジット。コンターは

0.5K 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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図: 3 月から 8 月における 925hPa 高度での気温の DJF でのコンポジット。コンターは

0.5K 間隔。カラーは 90％で有意な領域。 
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